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関東経済産業局

資源エネルギー環境部 カーボンニュートラル推進課

GX実現に向けた国の取組について

日本が進める「GX」の位置付けの再認識

排出削減

安定供給

経済成長

日本が強みを有する関連技
術等を活用し、経済成長・
産業競争力強化を実現

2050年カーボンニュー
トラル等の国際公約

• ロシアによるウクライナ侵略等の影響により、世界各国でエ
ネルギー価格を中心に  インフレが発生

• 化石燃料への過度な依存から脱却し、危機にも強いエネ
ルギー需給構造を構築

⚫ 日本のGXは当初から「エネルギー安定供給・経済成長・脱炭素」の３つの同時実現を追求。「GX推進法」に基づき、予見
可能・持続的な取り組みとして着実に実行。

⚫ 「日本成長戦略」17戦略分野にも「資源・エネルギー安全保障・GX」を位置付け。「エネルギー・GXの将来戦略が国力を
左右する」という認識の下で取りまとめた“GX2040ビジョン”に基づき、GX産業構造や成長指向型カーボンプライシング等に
取り組む必要。

GX2040ビジョンで示す日本のGXの考え方 日本成長戦略本部（25年11月4日）での総理指示要旨

⚫ この日本成長戦略本部で、日本の供給構造を抜本的に強化して、「強い
経済」を実現するための成長戦略を強力に推進していく。

⚫ 成長戦略の肝は、「危機管理投資」。リスクや社会課題に対して、先手を
打って供給力を抜本的に強化するために、官民連携の戦略的投資を促
進する。世界共通の課題解決に資する製品、サービス及びインフラを提
供することにより、更なる我が国経済の成長を目指す。

（中略）

⚫ 各戦略分野の供給力強化策として、複数年度にわたる予算措置のコミッ
トメントなど、投資の予見可能性向上につながる措置の検討を求める。研
究開発、事業化、事業拡大、販路開拓、海外展開といった事業フェーズ
を念頭に、防衛調達など官公庁による調達や規制改革など新たな需要
の創出や拡大策の取入れを求める。

⚫ これらの措置を通じて実現される、投資内容やその時期、目標額などを含
めた「官民投資ロードマップ」の策定を求める。その中で、成長率など国富
拡大に与えるインパクトについても定量的な見込みを示すこと。

（略）

1（出典）総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第70回会合） https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2025/070/
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2（出典）経済産業省HP https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf
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⚫ 民間の調査によると、サプライチェーン全体のネットゼロ目標を有する企業は増加している。他方、2050年ネットゼロ
に向けて、現時点でオントラックな排出削減を実現している企業は16%にとどまるとされている。 

⚫ グローバル企業においては、自社のみならずサプライヤーを含めた脱炭素化を進めることで、これを新たな競争力の源
泉にしていく動きもみられる。 

企業によるサプライチェーン脱炭素化に向けた動き
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6（出典）ＧＸ産業構造実現のためのＧＸ産業立地ワーキンググループ 中間とりまとめ https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/sangyoritchi_wg/kaisai.html

7（出典）経済産業省HP https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004-3.pdf
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排出量取引制度と化石燃料賦課金

8

排出超過分に対してJ-クレジッ
トの活用が可能（排出量の10％
まで）となる見込み
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⚫ 2026年から2030年の上下限価格の見通しは以下の通り。

⚫ 制度対象者の削減費用が排出枠価格に適切に反映されずに上限価格に張り付くリスクを回避するための対策
として、バンキングの抑制等の措置を別途検討する。 

⚫ 短期間での取引価格の過度な変動を回避するため、市場取引における制限値幅の水準等について来年度検
討する。 

排出量取引制度 上下限価格（案）

（出典）排出量取引制度小委員会https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/emissions_trading/pdf/007_03_00.pdf
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中小機構のカーボンニュートラルオンライン相談窓口

⚫ 中小企業基盤整備機構ではカーボンニュートラルや脱炭素化に取り組む中小企業・小規模事業者に、豊富な経験と

実績をもつ専門家がアドバイスを実施。

⚫ また、省エネルギー対策の情報提供や環境経営に関するアドバイスも実施。

【

＜相談内容の例＞
• どのように省エネ・カーボンニュートラルに取り組んだら

いいのかわからない
• 自社のCO2排出量を測定する方法を知りたい
• 環境配慮型の取組をPRしたい
• 取引先から自社製品・工程のCO2排出量の開示

を求められて困っている
• 再生可能エネルギーを導入したい
• SBTやRE100に加入するメリットや方法を知りたい
• 脱炭素化へ向けた設備導入に活用できる補助金

を知りたい

（出典）中小企業基盤整備機構HP https://www.smrj.go.jp/sme/sdgs/favgos000001to2v.html

https://www.smrj.go.jp/sme/sdgs/favgos000001to2v.html


12（出典）資源エネルギー庁 https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package_r7.pdf

13（出典）資源エネルギー庁HP https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package_r7.pdf
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カーボンニュートラルに向けた投資促進税制

⚫ 脱炭素化と付加価値向上を両立する設備の導入に対して、税額控除又は特別償却を措置。

炭素生産性の相当程度の向上と措置内容

（出典）経済産業省ＨＰ https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/cn_zeisei.html
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✓ 売上高100億円

を目指したい

✓ 大型設備投資を

進めたい

✓ 人手不足

に対応したい

✓ 生産プロセス

を改善したい大規模補助金
（100億宣言枠）
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✓ 今の経営手法を

活かして異分野

に進出したい
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